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4.4 流水の正常な機能の維持の観点からの検討 
4.4.1 流水の正常な機能の維持の目標 
滋賀県湖北圏域の姉川・高時川は、「河川整備計画が策定されていない水系」に該当するため、

丹生ダム検証にあたっては、検証要領細目に基づいて、河川整備計画相当の目標流量及び整備内

容の案を設定して検討を進める必要がある。このため、姉川・高時川を管理している滋賀県は、

検討主体と技術的な協議の上、河川整備計画相当の高時川の流水の正常な機能の維持のための目

標流量（正常流量）を定めた。検討主体はこの流量をダム検証に係る検討の目標とした。 

表 4.4.1 流水の正常な機能の維持に必要な流量 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1 月 1 日～ 

4 月 9 日 

4 月 10 日～ 

4 月 14 日 
4 月 15 日～ 

4 月 30 日 
5 月 1 日～ 

5 月 10 日 
5 月 11 日～ 

8 月 31 日 
9 月 1 日～ 

9 月 30 日 
10 月 1 日～ 

10月31日 
11 月 1 日～

12月31日 

姉川合流点～ 

高時川頭首工 
2.40 2.40 2.40 2.73 2.73 2.87 2.87 2.40 

高時川頭首工～ 

丹生ダム直下 
1.34 1.34 1.47 1.77 1.71 1.41 1.34 1.34 

期間 
区間 

(m3/s) 
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4.4.2 複数の流水の正常な機能の維持対策案（丹生ダムを含む案） 
複数の流水の正常な機能の維持対策案は、淀川水系高時川に洪水調節、流水の正常な機能の維

持、異常渇水時の緊急水の補給を目的とする多目的ダムを建設する案として検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.1 丹生ダム（Ａ案）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ダム天端標高 EL 338.0m 

サーチャージ水位 EL 330.2m 

常時満水位 EL 323.0m 

洪水調節容量 16,000 千 m3 

最低水位 EL 270.8m 

堆砂容量 7,000 千 m3 

基礎地盤 EL 220.0m 

ダ
ム

高
 
11

8.
0
m
 利水容量 

61,500 千 m3 

 流水の正常な機能の維持 
21,000 千 m3 

 

異常渇水時の緊急水の補給 
40,500 千 m3  
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4.4.3 複数の流水の正常な機能の維持対策の立案（丹生ダムを含まない案） 
検証要領細目に示されている方策を参考にして、できる限り幅広い流水の正常な機能の維持対

策案を立案した。 

 

(1) 流水の正常な機能の維持対策案立案の基本的な考え方について 

・対策案は、流水の正常な機能を維持するために必要となる容量を確保することを基本と

して立案する。 

・立案にあたっては、検証要領細目に示されている各方策の適用性を踏まえて、組み合わ

せを検討する。 

 

各方策の検討の考え方について、P4-80～P4-87 に示す。 
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1) 河道外貯留施設（貯水池） 

 

 

（検討の考え方） 
効果の発現場所を踏まえて、補給地点上流域における地形条件、土地利用状況等を勘案し、対

策案への適用の可能性について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.2 高時川における河道外貯留施設（貯水池）候補地位置図 

2) ダム再開発（かさ上げ・掘削） 

 

 

（検討の考え方） 
効果の発現場所を踏まえて、補給地点上流域での既設ダムの実態、先例等を踏まえて、ダム管

理者等の理解と協力の可能性を勘案しつつ、対策案への適用の可能性について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.3 高時川におけるダム再開発候補地位置図 

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで水源とする。 

既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで容量を確保し、水源とする。 
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3) 他用途ダム容量の買い上げ 

 

 

 
（検討の考え方） 

効果の発現場所を踏まえて、補給地点上流域におけるダムの実態、先例等を踏まえて対策案へ

の適用の可能性について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.4 高時川における他用途ダム容量買い上げ候補地位置図 

4) 水系間導水 

 

 
（検討の考え方） 

効果の発現場所、姉川・高時川での利水の状況、隣接する他水系の水利用状況を踏まえて、地

形条件、既得水利権者等の理解と協力の可能性を勘案しつつ対策案への適用の可能性について検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.5 九頭竜川水系からの導水イメージ 

既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて流水の正常な機能の維持のための容量とする

ことで、水源とする。 

水量に余裕のある他水系から導水することで水源とする。 
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水系間導水による導水路の新設

新湖北農業水利事業の導水路

水系間導水による導水路の新設

新湖北農業水利事業の導水路

図 4.4.6(1) 琵琶湖からの導水イメージ（直送） 

図 4.4.6 (2)  琵琶湖からの導水イメージ（余呉湖経由） 

姉川

高時川
丹生ダム

滋賀県

福井県

三重県
奈良県

和歌山県

兵庫県 京都府

大阪府
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日本海
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5) 地下水取水 

 

 
（検討の考え方） 

効果の発現場所、地下水利用の現状を踏まえて、水利条件、地形条件、土地所有者等の協力の

見通しを勘案しつつ、対策案への適用の可能性について検討する。 

姉川・高時川流域で上水道水源として、約７箇所で地下水を取水している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.7 地下水取水による導水施設整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつつ、井戸の新設等により、水源とする。 

A’A

高時川か
らの涵養

図 4.4.8 既設井戸の分布と地下水位観測位置 

「湖北河川整備計画（原案）概要説明資料(H16.11.13) 
滋賀県河川に関する現状と課題」をもとに加筆 
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6) ため池（取水後の貯留施設を含む。） 

 

（検討の考え方） 
効果の発現場所、姉川・高時川流域の土地利用の状況を踏まえて、地形条件、土地所有者等の

協力の見通し、適切な維持管理の継続性を勘案し、対策案への適用の可能性について検討する。 

姉川及び田川沿川には、ため池が７箇所（合計面積約 127,000m2）存在するが、高時川沿川に

は、ため池が存在しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.9 高時川流域、姉川沿川及び田川沿川のため池位置図 

7) 海水淡水化 

 

 
（検討の考え方） 

効果の発現場所、周辺の地形、施設の立地条件等を踏まえて、対策案の適用の可能性について

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.10 海水淡水化施設の整備候補箇所イメージ 

主に雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする。 

ため池
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海水を淡水化する施設を設置し、水源とする。 

田川沿川 対象箇所数 ５箇所

ため池面積 約124,000m2

姉川沿川 対象箇所数 ２箇所

ため池面積 約3,000m2

ため池面積の合計 約127,000m2

ため池一覧 
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8) 水源林の保全 

 

 

 
（検討の考え方） 

森林保全による効果の定量化の現状や姉川・高時川流域における森林の現状を踏まえて、森林

の保全による対策案への適用の可能性について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.11 水源林の保全のイメージ 

9) ダム使用権等の振替 

 

 

（検討の考え方） 
効果の発現場所、姉川・高時川流域のダムの利用状況等を踏まえ、対策案への適用の可能性に

ついて検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.12 高時川におけるダム使用権等振り替え候補地位置図 

主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという水源林の持

つ機能を保全し、河川流況の安定化を期待する。 

需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権等を必要な者に振り替える。 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議資料 
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10) 既得水利の合理化・転用 

 

 

 

（検討の考え方） 
効果の発現場所、姉川・高時川流域の水利用、土地利用の状況や産業構造の変化を踏まえ、対

策案への適用の可能性について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.13 既得水利の合理化・転用イメージ 

 

11) 渇水調整の強化 

 

 
（検討の考え方） 

姉川・高時川流域の水利用や渇水の状況、瀬切れの状況を踏まえ、対策案への適用の可能性に

ついて検討する。 

 

 

 

 

 
 
 

写真 4.9  渇水連絡調整会議の開催イメージ 

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造

の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする用途に転用する。 

※八ッ場ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場第4回幹事会配布資料を参考に作成

③農業用水の取水量減少分を都市
用水等の他の用途に転用

施設の老朽化

宅地化等による農地
面積の減少

用途

・都市用水

・農業用水等

【A地区】

【B地区】

②農業用水の取水量の減少

①農業水利施設の改良等による
用水使用量の削減

③農業用水の取水量減少分を都市
用水等の他の用途に転用

施設の老朽化

宅地化等による農地
面積の減少

用途

・都市用水

・農業用水等

【A地区】

【B地区】

②農業用水の取水量の減少

①農業水利施設の改良等による
用水使用量の削減

渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う。 

※八ツ場ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場 第 4回幹事会配布資料を参考に作成 
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12) 節水対策 

 

 

（検討の考え方） 
姉川・高時川流域の水利用、節水の取り組み状況を踏まえ、対策案への適用の可能性について

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13) 雨水・中水利用 

 

 

（検討の考え方） 
姉川・高時川流域の雨水・中水利用の状況や、下水処理水利用の状況を踏まえ、対策案への適

用の可能性について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の向上等により、水需要

の抑制を図る。 

節水コマの例

※東京都水道局HPより

節水運動の例

風呂の残り湯を再利用する

トイレの洗浄水として風呂の残り湯を使う

せっけん水と１回目のすすぎ水に風呂の
残り湯を使う

雨水利用の推進、中水利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水を水源

とする水需要の抑制を図る。 

※国土交通省 HP「節水小事典」を参考に作成 

出典：国土交通省ＨＰ 

図 4.4.14 節水対策のイメージ 

図 4.4.15 雨水・中水利用のイメージ 

出典：東京都水道局ＨＰ 
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(2) 流水の正常な機能の維持対策案の姉川・高時川流域への適用性 

13 方策の姉川・高時川流域への適用性から、1) 河道外貯留施設（貯水池）、2) ダム再開

発、3)他用途ダム容量の買い上げ、6) ため池（取水後の貯留施設を含む）、9) ダム使用権

等の振替、10) 既得水理の合理化・転用の 6 方策を除く 7 方策において検討を行うこととし

た。 

なお、このうち 8)水源林の保全、11)渇水調整の強化、12)節水対策、13)雨水・中水利用

は全ての対策に共通するものであるため、これらを除く 3方策を組み合わせの対象とした。 

表 4.4.2 に検証要領細目に示された方策の姉川・高時川流域への適用性について検討した

結果を示す。 
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表 4.4.2 姉川・高時川流域への適用性 

方策 方策の概要 姉川・高時川流域への適用性 

 0)ダム 河川を横過して専ら流水を貯留す
る目的で築造される構造物であ
る。 

丹生ダム建設事業による流水の正常な機
能の維持対策案を検討。 

1) 河道外貯留
施設（貯水
池） 

河道外に貯水池を設け、河川の流
水を導水し、貯留することで水源
とする。 

補給地点（ダムサイト、高時川頭首工）
の上流域で、河道外貯留施設を建設でき
る適地がない。 

2)ダム再開発
（かさ上げ・ 
掘削） 

既存のダムをかさ上げあるいは掘
削することで利水容量を確保し、
水源とする。 

補給地点（ダムサイト、高時川頭首工）
の上流域で、ダムが存在しない。 

3)他用途ダム
容量の買い
上げ 

既存のダムの他の用途のダム容量
を買い上げて流水の正常な機能の
維持のための容量とすることで、
水源とする。 

補給地点（ダムサイト、高時川頭首工）
の上流域で、ダムが存在しない。 

4)水系間導水 水量に余裕のある他水系から導水
することで水源とする。 

九頭竜川水系から導水する案及び琵琶湖
からダムサイト地点へ導水する案（直接
導水及び余呉湖経由での導水）について
検討。 

5)地下水取水 伏流水や河川水に影響を与えない
よう配慮しつつ、井戸の新設等に
より、水源とする。 

姉川・高時川流域において、地下水取水
のための井戸を設置することにより、必
要水量を確保する案を検討。 

6)ため池（取水
後の貯留施
設を含む） 

主に雨水や地区内流水を貯留する
ため池を設置することで水源とす
る。 

補給地点（ダムサイト、高時川頭首工）
の上流域において、ため池を整備できる
適地がなく、また、整備することにより
水源となる既設のため池も存在しない。 

7)海水淡水化 海水を淡水化する施設を設置し、
水源とする。 

日本海沿岸部において海水淡水化施設の
新設を検討。 

8)水源林の保
全 

主にその土壌の働きにより、雨水
を地中に浸透させ、ゆっくりと流
出させるという水源林の持つ機能
を保全し、河川流況の安定化を期
待する。 

効果をあらかじめ定量的に見込むことは
できないが、効果量にかかわらず取り組
むべき方策である。 

 9)ダム使用権
等の振替 

需要が発生しておらず、水利権が
付与されていないダム使用権等を
必要な者に振り替える。 

補給地点（ダムサイト、高時川頭首工）
の上流域で、既存ダムが存在しない。 

10)既得水利の
合理化・転
用 

用水路の漏水対策、取水施設の改
良等による用水の使用量の削減、
農地面積の減少、産業構造の変革
等に伴う需要減分を、他の必要と
する用途に転用する。 

姉川・高時川流域の営農形態に大きな変
化はなく、合理化・転用に活用できる既
得水利はない。 

11)渇水調整の
強化 

渇水調整協議会の機能を強化し、
渇水時に被害を最小とするような
取水制限を行う。 

効果をあらかじめ定量的に見込むことは
できないが、効果量にかかわらず取り組
むべき方策である。 

12)節水対策 節水対策コマなど節水機器の普
及、節水運動の推進、工場におけ
る回収率の向上等により、水需要
の抑制を図る。 

効果をあらかじめ定量的に見込むことは
できないが、効果量にかかわらず取り組
むべき方策である。 

13)雨水・中水
利用 

雨水利用の推進、中水利用施設の
整備、下水処理水利用の推進によ
り、河川水・地下水を水源とする
水需要の抑制を図る。 

効果をあらかじめ定量的に見込むことは
できないが、効果量にかかわらず取り組
むべき方策である。 

 

 

 

供
給
面
で
の
対
応 

需
要
面
・
供
給
面
で
の
総
合
的
な
対
応
が
必
要
な
も
の 

   組み合わせの対象としている方策 
    水資源管理を行う上で大切な方策であることから継続して取り組む方策 
   今回の検討において組み合わせの対象としなかった方策 
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4.4.4 複数の流水の正常な機能の維持対策案の概要 
(1) 複数の流水の正常な機能の維持対策案の組み合わせの考え方 

流水の正常な機能の維持対策案の検討において、「検証要領細目」に示された方策のうち、

姉川・高時川流域に適用可能な 7 方策を組み合わせて、できる限り幅広い流水の正常な機能

の維持対策案を立案した。 

流水の正常な機能の維持対策案は、効果の発現場所及び姉川・高時川流域の特性を考慮し

た場合に、姉川・高時川に適用可能な方策は複数方策を組み合わせることは効率的でないこ

とから、単独案を基本として検討する。 

なお、「水源林の保全」、「渇水調整の強化」、「節水対策」、「雨水・中水利用」の各

方策については、現時点において定量的な効果が見込めないが、水資源管理を行う上で大切

な方策であることから、その推進を図る努力を継続することとする。 

流水の正常な機能の維持対策案の立案フローを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.16 流水の正常な機能の維持対策案の立案フロー 

(2) 流水の正常な機能の維持対策案の立案 

流水の正常な機能の維持対策案について、姉川・高時川流域に適用する対策案として、5

案を立案した。 

表 4.4.3 流水の正常な機能の維持対策案の立案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※組み合わせの検討に当たっては、関係機関や地権者等の関係者との事前協議や調整は行っていない。 

姉川・高時川流域での適用性⇒方策別の最大開発規模の検討 
・各方策別に可能施設の抽出 ：水系間導水、地下水取水等 
・各方策別に可能施設の規模等：導水可能量等 

単独方策により必要な効果が

得られる案 

流水の正常な機能の維持対策案：5 案の立案 

利水対策案 ダム案 対策案１ 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

丹生ダム
（Ａ案）

九頭竜川案 琵琶湖直送
琵琶湖から導水
（余呉湖経由）

地下水取水

海水淡水化

今後取り組んで
いくべき方策

水源林の保全、渇水調整の強化、節水対策、雨水・中水利用

適用の可能性
のある方策
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  ◆流水の正常な機能の維持対策案１≪水系間導水（九頭竜川案）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

※対策箇所や数量については現時点のものであり、今後変更があり得るものである。 

 

流水の正常な機能の維持対策案の概要 

 導水路φ＝1500mm、Ｌ＝約 100km 

取水施設 1式（用地取得を含む） 

ポンプ施設 1式（用地取得を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.17 水系間導水想定ルート 

 

【流水の正常な機能の維持対策案の概要】 
・近接する水系のうち水利用状況を踏まえ、九頭竜川の鳴鹿大堰から取水されたかんがい用

水の落水（兵庫川、磯部川等の流水）をポンプ取水し、高時川上流までの導水路を整備す

ることにより必要な水量を確保する。 
・導水ルートについては、地質や埋設物等の地下調査が必要となる。 
・導水路の建設にあたっては、土地所有者及び関係者との調整が必要となる。 

水
系
間
導
水 
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◆流水の正常な機能の維持対策案２≪水系間導水（琵琶湖直送）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※対策箇所や数量については現時点のものであり、今後変更があり得るものである。 

 

流水の正常な機能の維持対策案の概要 

 
導水路φ＝1500mm、Ｌ＝約 17km 

取水施設１式（用地取得を含む） 

ポンプ施設 1式（用地取得を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.18 琵琶湖直送導水の想定ルート 

 

【流水の正常な機能の維持対策案の概要】 
・琵琶湖から取水し、高時川上流までの導水路を整備することにより必要な水量を確保する。 
・導水ルートについては、地質や埋設物等の地下調査が必要となる。 
・琵琶湖の水と高時川の流水は水質が異なるため、逆送水は適切でないとの地元意見もあり、

地元関係者との調整が必要となる。 
・琵琶湖から取水することについて、関係する河川使用者及び漁業関係者との調整が必要と

なる。 
・導水路の建設にあたっては、土地所有者及び関係者との調整が必要となる。 

水
系
間
導
水 
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◆流水の正常な機能の維持対策案３≪水系間導水（琵琶湖からの導水（余呉湖経由）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※対策箇所や数量については現時点のものであり、今後変更があり得るものである。 

 

流水の正常な機能の維持対策案の概要 

 
導水路φ＝1500mm、Ｌ＝約 13km 

取水施設 1式（用地取得を含む） 

ポンプ施設 1式（用地取得を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.19 余呉湖経由導水の想定ルート 

【流水の正常な機能の維持対策案の概要】 
・琵琶湖から取水し、余呉湖を経由して高時川上流までの導水路を整備することにより必要

な水量を確保する。 
・導水ルートについては、地質や埋設物等の地下調査が必要となる。 
・琵琶湖の水と高時川の流水は水質が異なるため、逆送水は適切でないとの地元意見もあり、

地元関係者との調整が必要となる。 
・琵琶湖から取水することについて、関係する河川使用者及び漁業関係者との調整が必要と

なる。 
・導水路の建設にあたっては、土地所有者及び関係者との調整が必要となる。 

水
系
間
導
水 
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◆流水の正常な機能の維持対策案４≪地下水取水≫ 

 

 

 

 

 

※対策箇所や数量については現時点のものであり、今後変更があり得るものである。 

 

流水の正常な機能の維持対策案の概要 

 
取水施設（井戸） 約 340 本 

導水路φ＝1500mm、Ｌ＝約 15km 

ポンプ取水 1式（用地取得を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.20 地下水取水による導水施設整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【流水の正常な機能の維持対策案の概要】 
・伏流水や河川水に影響を与えないように配慮しつつ井戸を整備し、高時川上流までの導水

路を整備することにより、必要な水量を確保する。 
・井戸の設置や導水路の建設にあたっては、土地所有者及び関係者との調整が必要となる。 

図 4.4.21 既設井戸の分布と地下水位観測位置 

「湖北河川整備計画（原案）概要説明資料(H16.11.13) 
滋賀県河川に関する現状と課題」をもとに加筆 

地
下
水
取
水 
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◆流水の正常な機能の維持対策案５≪海水淡水化≫ 

 

 

 

 

 

 

※対策箇所や数量については現時点のものであり、今後変更があり得るものである。 

 

流水の正常な機能の維持対策案の概要 

 海水淡水化施設１式（用地取得を含む） 

導水路φ＝1500mm、Ｌ＝約 15km 

ポンプ施設１式（用地取得を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【流水の正常な機能の維持対策案の概要】 
・海水淡水化施設を日本海沿岸に設置することにより必要な水量を確保する。 
・海水淡水化施設から高時川上流までの導水路を整備する。 
・導水ルートについては、地質や埋設物等の地下調査が必要となる。 
・導水路の建設にあたっては、土地所有者及び関係者との調整が必要となる。 

海
水
淡
水
化 

施
設 

図 4.4.22 海水淡水化施設建設候補位置図 

図 4.4.23  海水淡水化施設イメージ 

出典：福岡地区水道企業団ホームページ 
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4.4.5 概略評価による流水の正常な機能の維持対策案の抽出 
表 4.4.3 で立案した 5案の流水の正常な機能の維持対策案について、検証要領細目に示されて

いる「②概略評価による治水対策案の抽出 2)」（以下参照）を準用して概略評価を行い、Ⅰ～

Ⅱに区分された流水の正常な機能の維持対策案の内で妥当な案を抽出した。 

抽出結果を表 4.4.4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：検証要領細目より抜粋】 
②概略評価による治水対策案の抽出 
多くの治水対策案を立案した場合には、概略評価を行い、1)に定める手法で治水対策案

を除いたり(棄却)、2)に定める手法で治水対策案を抽出したり(代表化)することによって、

2～5 案程度を抽出する。 
 1) 次の例のように、評価軸で概略的に評価(この場合、必ずしも全ての評価軸で評価を

行う必要はない)すると、一つ以上の評価軸に関して明らかに不適当と考えられる結

果となる場合、当該治水対策案を除くこととする。 
    イ)制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案 
    ロ)治水上の効果が極めて小さいと考えられる案 
    ハ)コストが極めて高いと考えられる案 等 
 
     なお、この段階において不適当とする治水対策案については、不適当とする理由を明

示することとし、該当する評価軸については可能な範囲で定量化して示す。 
 2) 同類の治水対策案がある場合は、それらの中で比較し最も妥当と考えられるものを抽

出する。  

グループⅠ 導水を中心とした対策案 
グループⅡ 地下水取水案 
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表 4.4.4 概略評価による流水の正常な機能の維持対策案の抽出 
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4.4.6 関係河川使用者等への意見聴取 
(1) 概略評価による流水の正常な機能の維持対策案の抽出（案）に対する意見聴取 

流水の正常な維持対策案については、検証要領細目に基づき、関係河川使用者等に対して意

見聴取を実施した。 

 

表 4.4.5 丹生ダム及び概略評価により抽出した流水の正常な機能の維持対策案 

グループ 
対策案 

No. 内容 

ダム案 － 丹生ダム（Ａ案） 

グループⅠ： 

導水を中心とした対策案 

1 水系間導水（九頭竜川からの導水）案 

2 水系間導水（琵琶湖直送）案 

3 水系間導水（余呉湖経由）案 

5 海水淡水化案 

グループⅡ：地下水取水案 4 地下水取水案 

 

(2) 意見聴取を行った利水参画者等 

対策案に対する意見聴取先は以下のとおりである。 

 

表 4.4.6 対策案に対する意見聴取先 

対策案に関係する

主な河川使用者 

近畿農政局、三重県企業庁、京都府（水道）、名張市（水道）、 

大阪市（水道）、守口市（水道）、枚方市（水道）、尼崎市（水道）、

伊丹市（水道）、奈良市（水道）、大阪広域水道企業団、 

阪神水道企業団、関西電力（株）、中部電力（株） 

対策案に関係する

自治体 

滋賀県、京都府、大阪府、名張市、伊賀市、長浜市、甲賀市、京都市、

南山城村、南丹市、奈良市、山添村 

 

(3) 意見聴取結果 

意見聴取の結果のうち流水の正常な機能の維持対策案に対する意見を表 4.4.7 に示す。 
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表 4.4.7 流水の正常な機能の維持対策案に対するご意見 

関係河川使用者等 ご意見の内容 

近畿農政局 

（対策案 3 の「水系間導水（琵琶湖から導水（余呉湖経由））」、対策案 4

の「地下水取水」について） 

かんがい用水、営農に支障がないように計画されたい。 

滋賀県 

対策案 3：水系間導水（余呉湖経由） 約 300 億円 

対策案 4：地下水取水 約 900 億円 

検討主体が、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に

基づいた概略評価により独自に抽出されたものでありますが、いずれの対策

案も詳細な内容が不明であるため、現段階では意見を留保します。 

今後、検討主体が詳細な内容を明示した上で、コスト・実現性等の評価軸に

基づく目的別の総合評価、検証対象ダムの総合的な評価及び検討主体の見解

を示し、改めて本県と協議されたい。 

長浜市 

【A案】 

○建設予定地の地元が、下流地域の人々のためと苦渋の決断をして了解した 

事業であり、整備期間も見え、効果も検証されていることから、最適案と 

考える。 

【対策案 3】 

○整備に要する期間が不明確であり、効果の発現期を明示されたい。 

○現に琵琶湖から余呉湖への農業用水の補給により、余呉湖では水質悪化や 

外来魚の増加につながっている。今後更なる余呉湖への水補給は、水質悪 

化や生態系への悪影響が計り知れず、漁業関係者の理解が得られない。 

○琵琶湖の取水制限がかかるような渇水時期に琵琶湖の水を汲み上げるこ

とに対し、関係利水者の理解が得られない。 

【対策案 4】 

○地下水の取水計画区域では、すでに水道水を始め生活水として地下水が利

用されており、渇水期には水位低下により取水に大変苦慮している状況に

ある。今後更なる地下水の取水は、現に利用している利水者へ重大な悪影

響を及ぼすことは明白である。 

○多量の地下水汲み上げによる地盤沈下が懸念され、住環境に悪影響を及ぼ

すことから、社会的影響が大きく現実的な対策案でない。 

山添村 

◎A案の丹生ダム（多目的ダム）の建設が妥当と考える。 

理由：高時川の流水確保の為に他の河川や下流である琵琶湖や湖ひいては海

からの導水により確保する方策は愚策としか言えない。高時川は枯川

ではないのだから、その川を堰止め、水を蓄えるのが本筋と考える。 
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4.4.7 流水の正常な機能の維持対策案の評価軸ごとの評価 
(1) 評価軸ごとの評価を行う流水の正常な機能の維持対策案の概要 

丹生ダムを含む対策案と概略評価により抽出した流水の正常な機能の維持対策案について、

詳細な検討結果の概要を P4-101～P4-103 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 4-101

丹生ダム（Ａ案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.24 丹生ダム（Ａ案）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ダム天端標高 EL 338.0m 

サーチャージ水位 EL 330.2m 

常時満水位 EL 323.0m 

洪水調節容量 16,000 千 m3 

最低水位 EL 270.8m 

堆砂容量 7,000 千 m3 

基礎地盤 EL 220.0m 

ダ
ム

高
 
11

8.
0
m
 利水容量 

61,500 千 m3 

 流水の正常な機能の維持 
21,000 千 m3 

 

異常渇水時の緊急水の補給 
40,500 千 m3  

【流水の正常な機能の維持対策案の概要】 
・丹生ダムにより、ダムサイト地点及び高時川頭首工地点の正常流量（それぞれ 1.77m3/s、 

 2.87m3/s）を確保する。 
・必要な開発量は、流水の正常な機能の維持に必要となる 21,000 千 m3とする。 
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水系間導水（余呉湖経由）案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※対策箇所や数量については現時点のものであり、今後変更があり得るものである。 

 

流水の正常な機能の維持対策案の概要 

 
導水路φ＝1500mm、Ｌ＝約 13km 

取水施設 1式（用地取得を含む） 

ポンプ施設 1式（用地取得を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.25 余呉湖経由導水の想定ルート 

【流水の正常な機能の維持対策案の概要】 
・琵琶湖から取水し、余呉湖を経由して高時川上流までの導水路を整備することにより必要

な水量を確保する。 
・導水ルートについては、地質や埋設物等の地下調査が必要となる。 
・琵琶湖の水と高時川の流水は水質が異なるため、逆送水は適切でないとの地元意見もあり、

地元関係者との調整が必要となる。 
・琵琶湖から取水することについて、関係する河川使用者及び漁業関係者との調整が必要と

なる。 
・導水路の建設にあたっては、土地所有者及び関係者との調整が必要となる。 

水
系
間
導
水 
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地下水取水案 

 

 

 

 

 

※対策箇所や数量については現時点のものであり、今後変更があり得るものである。 

 

流水の正常な機能の維持対策案の概要 

 
取水施設（井戸） 約 340 本 

導水路φ＝1500mm、Ｌ＝約 15km 

ポンプ取水 1式（用地取得を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.26 地下水取水による導水施設整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.27 既設井戸の分布と地下水位観測位置 

【流水の正常な機能の維持対策案の概要】 
・伏流水や河川水に影響を与えないように配慮しつつ井戸を整備し、高時川上流までの導水

路を整備することにより、必要な水量を確保する。 
・井戸の設置や導水路の建設にあたっては、土地所有者及び関係者との調整が必要となる。 

地
下
水
取
水 

「湖北河川整備計画（原案）概要説明資料(H16.11.13) 
滋賀県河川に関する現状と課題」をもとに加筆 
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(2) 流水の正常な機能の維持対策案の評価軸ごとの評価 

丹生ダムを含む対策案（丹生ダム（Ａ案））と概略評価により抽出した 2 案の流水の正常

な機能の維持対策案について、検証要領細目に示されている 6 つの評価軸（表 4.4.8）によ

り評価を行った。 

その結果を表 4.4.9～表 4.4.11 に示す。 
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表 4.4.8 評価軸と評価の考え方 
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表 4.4.9 丹生ダム検証に係る検討（流水の正常な機能の維持対策案） 総括整理表(1/3) 
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表 4.4.10 丹生ダム検証に係る検討（流水の正常な機能の維持対策案） 総括整理表(2/3) 
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表 4.4.11 丹生ダム検証に係る検討（流水の正常な機能の維持対策案） 総括整理表(3/3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


